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要 旨 

平成 29 年の道路橋示方書の改定においては，信頼性を踏まえた部分係数設計法による照査

体系の構築が求められた．ケーソン基礎，地中連続壁基礎，深礎基礎および鋼管矢板基礎

といった柱状体基礎においても，変位レベルや形式によらない平均的な基礎の挙動を一定

の精度で推定できる設計計算モデルの確立や，限界点の明確化等が課題であった． 
こうした背景から本資料では，柱状体基礎の安定照査（設計モデル，照査方法）に着目し

て設計方法の根拠を整理した．そして，柱状体基礎に対する既往の実物載荷試験データを

用いた再現解析を行い，従来の設計法の推定精度を確認するとともに，より実挙動を再現

できる設計計算モデルや安定照査に関する限界点等について提案を行った． 
 

キーワード：部分係数設計法,柱状体基礎,載荷試験,設計計算モデル,安定照査方法 





目 次 
 
第 1 章 はじめに ......................................................................  1 

1.1 研究の背景および目的  .........................................................  1 

1.2 研究の概要と本書の構成  .......................................................  2 

 
第 2 章 H24 道示の設計計算モデルおよび照査方法 ........................................  3 

2.1 地盤抵抗要素モデルの概要と課題  ...............................................  3 

2.2 鉛直荷重に対する安定照査の概要と課題  ......................................... 12 

2.3 水平荷重に対する安定照査の概要と課題  ......................................... 14 

2.4 H24 道示における柱状体基礎の安定照査の課題  ................................... 17 

 
第 3 章 水平載荷試験による設計計算モデルの推定精度の検証  ............................ 18 

3.1 検証内容  ..................................................................... 18 

3.2 検証結果  ..................................................................... 25 

 
第 4 章 水平載荷試験による水平方向の弾性限界点の検討 ................................. 28 

4.1 検討内容  ..................................................................... 28 

4.2 弾性限界点の評価方法  ......................................................... 30 

4.3 検討結果  ..................................................................... 31 

 
第 5 章 水平載荷試験による柱状体基礎の降伏の目安の検証 ............................... 34 

5.1 はじめに  ..................................................................... 34 

5.2 検証内容  ..................................................................... 35 

5.3 検証結果  ..................................................................... 36 

 
第 6 章 鉛直載荷試験による鉛直方向の弾性限界点の検討 .................................. 38 

6.1 はじめに  ..................................................................... 38 

6.2 検討内容  ..................................................................... 38 

6.3 検討結果  ..................................................................... 42 

6.4 まとめ  ....................................................................... 47 

 
第 7 章 まとめ  ....................................................................... 48 

 
参考文献  ............................................................................. 49 

 
 
付属資料  ............................................................................. 50 

1. H24 道示における柱状体基礎の設計法と根拠等  ..................................... 50 

2. 基礎底面地盤の極限鉛直支持力推定式における粘着力項について  ..................... 57 





 

第 1 章 はじめに 

 

1.1 研究の背景および目的 

道路橋に関する技術基準である道路橋示方書は，平成 29 年の改定において，部分係数設計法へ転換

された．具体的には，半ば経験的に確立されてきた，安全率を用いた設計手法（許容応力度設計法）

に代わり，様々な不確実要素を考慮した信頼性評価を踏まえて設定した部分係数を用いた設計手法（部

分係数設計法）が導入された．本研究は，平成 29 年の改定で示された各種柱状体基礎（ケーソン基礎，

鋼管矢板基礎，地中連続壁基礎，深礎基礎）の設計計算モデルや限界点等の安定照査方法に関して検

討を行ったものである． 

道路橋基礎のうち，直接基礎および杭基礎に関しては，これまで安定照査上の工学的な限界点が整

理されるとともに限界点の応答を推定するための設計計算モデルの見直しおよび不確実性の評価が行

われ，それに基づいて抵抗係数の検討等が行われてきた 1) 2)． 

しかしながら，ケーソン基礎，地中連続壁基礎，深礎基礎および鋼管矢板基礎といった柱状体基礎

については，信頼性を踏まえた部分係数設計法による照査体系の構築に向けた検討が十分行われてい

るとは言い難い．また，柱状体基礎の各形式は，これまで基礎形式として設計手法や施工方法が確立

されてきた歴史的経緯が異なることから個別の計算モデルや照査方法が与えられており，その根拠が

必ずしも明確となっていない点もある． 

このような背景を踏まえ，本研究では，柱状体基礎の設計における合理的な設計計算モデルおよび

安定照査方法に関する提案を目的としている． 
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1.2 研究の概要と本書の構成 

1.1 で述べた背景および目的を踏まえ，本資料では最初に平成 24 年道路橋示方書・同解説Ⅳ下部構

造編 3)（以下，H24 道示）により柱状体基礎の安定照査を実施する際の設計計算モデル，照査方法に

着目して各基礎の設計法を整理し課題を示した． 

次に，柱状体基礎を対象に実施された既往の実物載荷試験データを用いた再現解析を行った．再現

解析は，水平載荷試験データを用いた柱状体基礎の水平挙動における地盤抵抗の弾性限界点を評価す

るための分析，ケーソン基礎の安定照査に用いる降伏の目安の設定根拠と試験データとの比較，他の

柱状体基礎の安定照査における降伏の目安の整理と適用可否の検証を行った． 

また，鉛直荷重を受ける柱状体基礎の安定照査方法に着目して，既往の鉛直載荷試験データを用い

て H24 道示の安定照査方法における許容値と弾性限界点との関係を確認した． 

本書の構成を以下に示す． 

第 1 章では，設計の背景および目的，研究の概要と本書の構成を示した． 

第 2 章では，H24 道示における柱状体基礎の安定照査の設計計算モデル，照査方法および設計法を

整理し，H24 道示の設計計算モデルおよび照査方法の課題を示した． 

第 3 章では，水平載荷試験と H24 道示における常時モデル，レベル 1 地震時（以降，L1 地震時）

モデルおよびレベル 2 地震時（以降，L2 地震時）モデルを用いた再現解析を比較することにより，各

モデルの再現性を検証した． 

第 4 章では，柱状体基礎の水平挙動における地盤抵抗の弾性限界点を評価することを目的とした，

水平載荷試験データの分析を行った． 

第 5 章では，水平載荷試験の降伏点（変位急増点）と H24 道示モデルの再現解析の降伏点（変位急

増点）を比較することにより，H24 道示における柱状体基礎の降伏の目安の設定根拠について検証を

行った． 

第 6 章では，鉛直挙動における地盤抵抗の弾性限界点の評価を目的とした，鉛直載荷試験データの

分析を行った． 

第 7 章では，前章までで得られた知見と今後の課題をとりまとめた． 
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第 2 章 H24 道示の設計計算モデルおよび照査方法 

 

本章では，H24 道示における柱状体基礎の安定照査の設計計算モデル，照査方法および設計法を整

理している．なお，参考資料 1.に H24 道示における柱状体基礎の設計計算モデルおよび安定照査方法

の設定根拠を一覧表として整理しているので併せて参照されたい． 

 

2.1 地盤抵抗要素モデルの概要と課題 

2.1.1 地盤抵抗要素 

図 2.1.1 にケーソン基礎を例とした H24 道示における地盤抵抗要素のイメージ図，表 2.1.1 に柱状

体基礎の地盤抵抗要素モデルを示す．いずれの基礎形式においても，設計で考慮する地盤抵抗要素は，

図 2.1.1 に示した 6 種類の要素である．ただし，表 2.1.2 に示すように，荷重の作用方向や施工方法

によって考慮できる地盤抵抗は異なる． 

柱状体基礎の地盤抵抗要素モデルは基本的にバイリニア型であるが，常時・暴風時および L1 地震

時での基礎底面や鋼管矢板基礎の L2 地震時の基礎底面の水平方向せん断地盤抵抗要素は，線形モデ

ルである． 

また，常時・暴風時及び L1 地震時の基礎前面の水平方向地盤抵抗要素に着目すると，ケーソン基

礎・深礎基礎及び地中連続壁基礎は，クーロンの受働抵抗強度を上限値とするバイリニア型である一

方，鋼管矢板基礎はひずみ依存性を考慮した線形モデルである． 

 
図 2.1.1 ケーソン基礎の地盤抵抗要素のイメージ図 

  

kV ：基礎底面の鉛直方向地盤反力係数 
kS ：基礎底面の水平方向せん断地盤反力係数 
kH ：基礎前面の水平方向地盤反力係数 
kSHD ：基礎側面の水平方向せん断地盤反力係数 
kSVB ：基礎前背面の鉛直方向せん断地盤反力係数 
kSVD ：基礎側面の鉛直方向せん断地盤反力係数 
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盤の水平地盤反力，側面地盤の水平せん断地盤反力および周面地盤の鉛直せん断地盤反力で抵抗させ

ることを原則としている．地中連続壁基礎，鋼管矢板基礎については，底面の形状が他の形式と異な

るため，外周面のせん断抵抗力に加え内部土による内周面のせん断抵抗力を考慮することができ，深

礎基礎については，鉛直支持と同様にモルタルライニングや吹付けコンクリートのように基礎周面地

盤のせん断抵抗を期待できる土留構造を用いる場合にのみ，周面地盤のせん断地盤反力を考慮するこ

とができる． 

 

2.1.4 地盤反力係数 

表 2.1.3 に H24 道示における柱状体基礎の 6 種類の地盤反力係数の推定式を示す．鉛直方向の地盤

反力係数 kV，水平方向の地盤反力係数 kH の推定式は，いずれの基礎形式も，吉中らが検討した直径

0.3m の剛体円板による平板載荷試験の値に相当する地盤反力係数に載荷幅依存性を考慮した式を基

本としている（表 2.1.3 中の式(1)～式(4)）． 

水平方向の地盤反力係数 kH には，いずれの基礎形式も施工法の違いによる補正係数 αk が考慮され

ている．これは，ケーソン基礎の水平載荷試験の再現解析に基づいて提案された補正係数 6)であり，

地中連続壁基礎および深礎基礎はケーソン基礎に準じた式を用いている．ケーソン基礎の場合は掘削

沈下の過程で基礎周面地盤を乱すおそれがあるため，ケーソン基礎の外周面と地盤間の空隙にセメン

ト・モルタルなどを充てんする（コンタクトグラウトの施工）場合には αk = 1.5 を採用できるが，環

境条件などから充てんを行えない場合には αk = 1.0 とすることとされている． 

また，深礎基礎においては，斜面上に施工されることを想定しているため，解析的検討に基づいて

斜面の影響を考慮するための αHθが考慮されている 7)（表 2.1.3 中の式 (3)）．さらに組杭深礎基礎の

場合は，隣接杭の影響を考慮するための補正係数 も考慮されているが，これは旧日本道路公団の研

究に基づくものであり，道路橋下部構造設計指針（くい基礎設計編）8)や場所打ちコンクリート杭の

設計施工指針（案）（国鉄）9)等の各基準や旧日本道路公団試験所の試験結果 7)を踏まえて設定された

ものである．ただし，柱状体基礎に限らないが，地盤条件等によっては kH の精度は必ずしも高くない

ことが確認されている 10)． 

鋼管矢板基礎では，井筒部側面の水平方向のせん断地盤反力および内部土の抵抗による分担等を含

めた割増係数 H を考慮できるが，これは載荷試験結果に対する解析に基づき設定されている 11)． 

基礎底面の水平方向地盤反力係数 kS は基礎底面の鉛直方向地盤反力係数 kV の 0.3 倍としているが，

これは実測では 1/2～1/5 と計測されている 12)ため，平均的な値として 0.3 と設定したものと考えられ

る．また，鋼管矢板基礎以外の柱状体基礎における基礎前背面の鉛直方向せん断地盤反力係数 kSVB お

よび基礎側面のせん断地盤反力係数 kSVD においても，同様の理由で基礎前面の水平方向地盤反力係数

kH の 0.3 倍とし，基礎側面の水平方向せん断地盤反力係数 kSHD は片面当り 0.3 倍として両面で 0.6 倍

と設定したと考えられる． 

これら 6 種類の地盤反力係数については，常時と地震時で地盤反力係数の換算係数 αを変えるとい

う，いわゆる地震時 2 倍則以外に設計荷重状態による違いはない．  
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2.1.5 地盤反力度の上限値 

表 2.1.4 に H24 道示における柱状体基礎の地盤反力度の上限値を示す． 

ケーソン基礎，地中連続壁基礎，深礎基礎および鋼管矢板基礎の地盤抵抗要素モデルは，常時・暴

風時および L1 地震時における基礎底面の鉛直方向地盤反力および基礎底面の水平方向せん断地盤反

力を除き，地盤反力度の上限値を設定し基礎をバイリニア型モデルとしている 13)． 

基礎底面の鉛直地盤抵抗について，ケーソン基礎および深礎基礎では常時・暴風時および L1 地震

時において許容鉛直支持力度の上限値が定められている．L2 地震時において，基礎底面が砂質土，砂

れき又は粘性土の場合は，基礎底面の極限支持力度を上限値とし，ケーソン基礎，深礎基礎で基礎底

面が岩盤の場合は，既往の 5m 以深の硬岩及び軟岩に対する平板載荷試験結果に基づき提案された値

14)が上限値として定められている．また，地中連続壁基礎では，L2 地震時で基礎底面地盤の極限支持

力度，鋼管矢板基礎では，鋼管杭に準じ鋼管矢板先端の極限支持力度が上限値とされている． 

基礎底面のせん断地盤反力度の上限値 psu は，基礎底面と地盤との間に働くせん断抵抗力 Huを基礎

底面の有効載荷面積 Ae で除したものであり（表 2.1.4 中の式(5)），地中連続壁基礎のみ異なる式（表 

2.14 中の式(6)）のように見えるが，これは内部土とのせん断抵抗力を考慮したためであり，その意図

することは同様である． 

ケーソン基礎および地中連続壁基礎の常時・暴風時および L1 地震時における基礎前面の水平方向

地盤反力度の上限値は，地盤反力度の上限値の抵抗領域として 3 次元的な広がりを考慮していない． 

一方で，L2 地震時においては上限値 pHu の算出において 3 次元的な広がりを考慮している（表 2.1.4

中の式(7)）．これは，柱状体基礎の最大水平地盤反力度に関する模型実験 15)結果に基づき，基礎前面

の水平抵抗に地盤抵抗の 3 次元的な広がりを考慮したものである． 

次に，受働土圧強度もしくは最大周面摩擦力度（ケーソン基礎，地中連続壁基礎のみ）を減じる補

正係数が乗じられている．この補正係数は，過度な地盤の塑性化を生じさせないよう，変位を大きめ

に評価する安全余裕として定められたものと考えられるが，値の根拠は必ずしも明確ではない．また，

地盤反力度の上限値を安全側に補正することにより，設計計算で得られる応答が平均的な挙動から乖

離することとなる． 

深礎基礎においては，斜面のすべり土塊の概念から算出した極限水平支持力 Rq を深さ方向に微分し

て算出した受働土圧強度 pp とし（表 2.1.4 中の式(8)），常時・暴風時および L1 地震時，L2 地震時と

もに 3 次元的な広がりを考慮している．なお，基礎周辺地盤が堅固な岩盤の場合，ピーク強度後の残

留強度が著しく低下する傾向にあるため，基礎前面地盤が塑性化するまでの受働土圧強度と塑性化し

た後の受働土圧強度とを使い分ける必要がある 4)．具体的には，図 2.1.2 に示すように，土塊のすべ

りに基づく塑性化範囲の極限抵抗力 R0 (kN)は式(2-1)により求めるが，塑性化範囲のせん断抵抗角 res

および cres はピーク強度と異なる残留強度を用いることとしている． 

 

res

resres AcW
R

tancossin
)tansin(cos

00

000
0    (2-1) 
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図 2.1.2 深度 z0 における塑性化範囲のすべり土塊の概念（塑性化後抵抗） 

 

基礎周面（側面および前背面）の水平方向せん断地盤反力度および鉛直方向せん断地盤反力度は，

基礎形式ごとに設定された最大周面摩擦力度であるが，深礎基礎においては，表 2.1.4 に示すように，

ケーソン基礎および地中連続壁基礎とは異なる補正係数を採用している．これは水平支持力の照査と

しての位置付けだったため，鉛直支持力照査と同じ安全率を適用してきたことによる． 

このように，柱状体基礎の地盤反力度の上限値やその補正係数は，常時・暴風時および L1 地震時

や L2 地震時といった設計ケースや基礎形式によって異なる値を採用している．したがって，平均的

な挙動を捉えるという観点で，各荷重条件での設計計算モデルがどのような傾向となっているか明ら

かにする必要がある． 
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2.2 鉛直荷重に対する安定照査の概要と課題 

2.2.1 鉛直荷重に対する安定照査の概要 

H24 道示では，鉛直荷重に対して基礎底面の鉛直地盤抵抗で抵抗すること，地中連続壁基礎の場合

には自重以外の鉛直荷重に対して外周面及び内周面の鉛直せん断地盤抵抗も考慮できることが規定さ

れている．また，周面地盤が良質で施工の乱れも少ないと考えられるケーソン基礎や，自立性の高い

地山で地山のゆるみが抑えられ，地山と基礎の一体化が図られる深礎基礎に対しても，鉛直せん断地

盤抵抗を考慮してよいとされている． 

しかしながら，柱状体基礎の場合，一般には基礎底面の鉛直地盤抵抗によって荷重を負担すること

が多く，また，側面の鉛直せん断地盤抵抗を考慮する場合においても，底面の方が多くの荷重を負担

すると考えられる． 

以上の理由から，本節は基礎底面の鉛直地盤抵抗に限定して述べることとする． 

(1) 砂，砂れき，粘性土を支持層とする場合 

H24 道示における柱状体基礎の鉛直方向の安定照査方法（常時・暴風時および L1 地震時）を表 2.2.1

に示す．基礎形式によって照査内容に違いはあるが，いずれの基礎形式に対しても基礎底面の鉛直地

盤反力度が許容鉛直支持力度を超えないことを照査する（表 2.2.1 の照査①）．ケーソン基礎及び深

礎基礎においては，許容鉛直支持力度の照査に加え，過大な沈下（変位）の発生を防止する観点から

地盤反力度の上限値の照査（表 2.2.1 の照査②）を行う．この照査は常時・暴風時および L1 地震時の

いずれに対しても行うが，荷重条件により安全率や上限値は異なる． 

ケーソン基礎の極限支持力度の推定式は，平成 8 年道示（以下，H8 道示）16)に規定されていた直接

基礎の極限支持力推定式を底面積で除して支持力度に換算したものである．なお，直接基礎の極限支

持力推定式については，平成 14 年道示（以下，H14 年道示）において寸法効果の影響を考慮するため

の補正係数が加えられたが，ケーソン基礎に対しては寸法効果の影響を定量的に評価できるだけの試

験結果がなかったことなどから，H24 道示まで変更されていない．深礎基礎についてもケーソン基礎

に準じて定めることとされている． 

地中連続壁基礎の極限支持力度は，先端地盤の状況に応じて場所打ち杭の極限支持力度や単壁式の

壁式基礎の載荷試験結果に基づいた値が定められており，鋼管矢板基礎の極限支持力度は，その施工

方法が鋼管杭と同様であることから，鋼管杭工法の極限支持力度の算出方法に準じて算出することと

なっている． 

いずれの基礎に対しても，許容支持力度は極限支持力度に安全率（常時：3，暴風時および L1 地震

時：2）を乗じて求めることとされている． 

ケーソン基礎の地盤反力度の上限値は，直接基礎の最大地盤反力度の上限値に根入れ効果として

48Df（Df は基礎の有効根入れ深さ(m)）を加えた値とされているが，これは昭和 55 年道示（以下，S55

道示）17)から記載されている値である．この 48 という数字はせん断抵抗角 ＝30°の砂質地盤の支持

力係数 Nq(＝18)に単位体積重量(8kN/m3)を乗じ，常時の安全率 3 で除した値(18×8／3)である．なお，

単位体積重量は S55 道示 I 表-解 2.2.1 に示される，自然地盤の砂質土の値(1.7 t/m3)から地下水位以下
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2.2.2 鉛直荷重に対する安定照査の課題 

近年の研究成果により，直接基礎や杭基礎については，それぞれの照査で達成すべき目的が明確に

され，それに伴って対応する照査の考え方が提案されている．すなわち，直接基礎・杭基礎ともに，

今までの設計においては，常時に対しては持続的に作用する荷重に対して過度な変位が生じないこと，

L1 地震時に対しては地盤抵抗の可逆性を確保し，有害な残留変位が生じないことを担保しているもの

と解釈された．その結果，例えば直接基礎の常時における鉛直荷重に対する照査では，ケーソン基礎

や深礎基礎と同様に，地盤反力度の上限値の照査と極限支持力に対して安全率を乗じて求める許容支

持力に対する照査の両方が行われていたが，持続的に作用する荷重に対して過度な沈下を生じさせな

いようにするためには地盤反力度の上限値に対する照査が適切であることが載荷試験結果との比較等

から明らかになっている．また，直接基礎及び杭基礎のいずれについても，L1 地震時においては基礎

の応答の可逆性を担保するという観点から，極限支持力ではなく降伏支持力を限界状態とする照査が

提案されている．その際，近年の載荷試験結果を分析しなおし，降伏支持力を精度よく評価できるよ

うな推定式が提案されている．柱状体基礎に対しても照査の位置付けを明確にし，必要に応じて特性

値の推定式を見直したうえで，照査目的に照らして適切な照査を提案していくことが必要である． 

 

2.3 水平荷重に対する安定照査の概要と課題 

2.3.1 常時・暴風時および L1 地震時 

H24 道示においては常時・暴風時および L1 地震時に作用する水平荷重に対し，2.1 に示した 6 種類

の地盤抵抗を全て考慮できることとされている．H24 道示における柱状体基礎の水平方向の安定照査

は，表 2.3.1 に示すようにまとめられるが，いずれの基礎に対しても，設計地盤面における水平変位

の照査と，基礎底面の滑動の照査が行われる．ただし滑動の照査については，最近の研究成果により，

根入れの浅い場合を除いては不安定にならないことなどから，基礎形状によっては照査の必要がない

ことが提案されている 13)． 

柱状体基礎の水平変位の照査については，杭基礎と同様に橋脚基礎の場合は基礎幅の 1%（上限

50mm），橋台基礎の場合は常時は 15mm，L1 地震時は基礎幅の 1%（上限 50mm）を許容変位とし，

応答変位が許容変位を上回らないことを照査する．この許容変位は，杭基礎に準じて，基礎の挙動が

弾性範囲内にとどまるようにすることを意図して定められたものであるが 10)，柱状体基礎に関する載

荷試験結果の分析を行うなどにより，柱状体基礎の実挙動に照らした検討が必要であると考えられる． 

また，文献 10)の検討においては，弾性限界点を評価するにあたり，地盤抵抗の塑性化と基礎の部材

の塑性化の両方のデータを踏まえて提案されていた．しかしその後，この照査は安定照査であること

から，弾性限界点は地盤抵抗にのみ着目して定めるべきであるとされ，杭基礎に対しては地盤抵抗の

塑性化のみに着目して弾性限界点の再評価と対応する許容変位が提案されている 1）．したがって，柱

状体基礎についても杭基礎と同様の考え方による評価が必要となる．さらに，2.2 で示したように，

それぞれの照査の意図を明確にした上で適切な設計上の限界値を提案する必要がある． 
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2.4 H24 道示における柱状体基礎の安定照査の課題 

H24 道示における柱状体基礎の設計計算モデルおよび照査方法の課題を以下にまとめる． 

 

(1)設計計算モデル 

柱状体基礎各形式の設計手法は，荷重支持機構等共通する部分が多いにも関わらず，これまで施工

法が確立されてきた歴史的経緯が異なることから，個別の計算モデルが与えられている． 

各々の計算モデルの精度確認や，補正係数の根拠を明確にする等の検証を行い計算モデルの統一を

図り，変位レベルや形式によらない平均的な基礎の挙動を，一定の精度で推定できる設計計算モデル

を構築する必要がある． 

 

(2)安定照査 

常時・L1 地震時の鉛直荷重及び水平荷重に対する安定照査で担保している意図について，近年の研

究にて得られた知見に基づき整理し，照査や限界状態，特性値，許容値を適切に定める必要がある． 

杭基礎等の整理と整合させる観点から，常時では持続的な荷重に対して過度な変位が生じないこと，

L1 地震時では基礎の応答を可逆的な範囲に留めることを目的とした照査体系とする必要がある． 

鉛直荷重に対しては常時・L1 地震時の照査として複数の照査が行われているが，照査の目的に鑑み，

照査項目や特性値又は許容値の見直しが必要である．水平荷重に対しては，水平変位の照査のみ行わ

れているが，弾性限界変位の再評価及びこれを踏まえた許容変位の再検討が必要である． 

また，L2 地震時の安定照査における基礎の降伏の目安については，載荷試験結果データを用いて検

証する必要がある． 
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第 3 章 水平載荷試験による設計計算モデルの推定精度の検証 

 

3.1 検証内容 

H24 道示における柱状体基礎の設計計算モデルの推定精度を検証するために，水平載荷試験の再現

解析を行った．分析を行うために収集した水平載荷試験の概要を表 3.1.1 に，それぞれの水平載荷試

験のモデル図を図 3.1.1 に，各ケースの詳細な地盤条件を表 3.1.2 に示す．なお，表 3.1.1 の周辺地盤

は，各々の載荷試験基礎をその特性長さ 1/β（β：基礎の特性値）の範囲までの深度において，砂質土

層と粘性土層のそれぞれの合計層厚の厚い方を示したものである． 

ここで，分析を行う載荷試験は以下の条件を満たすものを選定する． 

 

(1) ワイブルフィッティングで得られた弾性限界点の荷重の 1.2 倍以上の荷重が載荷されている． 

(2) 地盤に先んじて基礎本体が降伏していない． 

 

(1)は，ワイブル分布曲線式による近似精度をある程度大きな荷重レベルまで確保するための条件と

して文献 1)を参考に設定した．(2)は，ワイブル分布曲線式による近似で得られる変位急増点が基礎本

体の降伏に起因していないことを担保するための条件である．これは，地盤抵抗の降伏に先んじて基

礎本体が降伏に達した場合には，地盤抵抗から決定されるべき水平変位の限界点が評価できず，安定

に着目して検討する本研究の目的に合致しないためである． 

ここで，No.3 ケーソン基礎（PC ウェル）は条件(1)を満たしていないため，対象から除外した．同

様に No.10 および 11 についても条件(1)を満たしていないが，鋼管矢板基礎の試験結果が 2 ケース以

外に収集できなかったため，参考として記載する． 

したがって，設計計算モデルの推定精度検証のための再現解析は，表 3.1.1 のうち 10 ケース（No.1,2

（ケーソン基礎），No.4,5（地中連続壁基礎），No.6,7,8,9（深礎基礎），No.10,11（鋼管矢板基礎））に

ついて行った． 
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表 4.1.1 水平載荷試験データ一覧 

基礎

杭の

施工方法

幅
(m)

採

否

不採用

理由

採

否

不採用

理由

採

否

不採用

理由

粘性土 円形 1.40 繰返し載荷 ○ ― ○ ― × 最大荷重時

変位間隔

砂質土 円形 1.40 繰返し載荷 ○ ― ○ ― ○ ―

砂質土 円形 2.98 単調載荷 × 3.1 条件(1)

を満たさない
× 急折点の

確認困難
× 単調載荷

のため除外

粘性土 空矩 3.60 繰返し載荷 ○ ― ○ ― × 残留変位0
の過程有

粘性土 充矩 1.25 繰返し載荷 ○ ― ○ ― ○ ―

砂質土 円形 2.00 繰返し載荷 ○ ― ○ ― ○ ―

砂質土 円形 2.00 繰返し載荷 ○ ― ○ ― ○ ―

粘性土 円形 3.00 繰返し載荷 ○ ― ○ ― ○ ―

粘性土 円形 3.00 繰返し載荷 ○ ― ○ ― ○ ―

NC 鋼管杭 打込み 砂質土 円形 0.60 繰返し載荷 ○ ― ○ ―
NC 鋼管杭 打込み 粘性土 円形 0.61 単調載荷 ○ ― × 繰返し載荷でない

NC 鋼管杭 打込み 不明 円形 0.61 単調載荷 ○ ― × 繰返し載荷でない

NC 鋼管杭 打込み 不明 円形 0.61 単調載荷 ○ ― × 繰返し載荷でない

NC 鋼管杭 打込み 砂質土 円形 0.61 単調載荷 ○ ― × 繰返し載荷でない

NC 鋼管杭 打込み 粘性土 円形 0.81 単調載荷 ○ ― × 繰返し載荷でない

NC 鋼管杭 打込み 粘性土 円形 0.81 単調載荷 ○ ― × 繰返し載荷でない

NC 鋼管杭 打込み 砂質土 円形 0.80 繰返し載荷 ○ ― ○ ―
NC 鋼管杭 打込み 粘性土 円形 0.91 単調載荷 ○ ― × 繰返し載荷でない

NC 鋼管杭 打込み 粘性土 円形 0.91 単調載荷 ○ ― × 繰返し載荷でない

NC 鋼管杭 打込み 砂質土 円形 0.51 単調載荷 ○ ― × 繰返し載荷でない

NC 鋼管杭 打込み 粘性土 円形 0.61 単調載荷 ○ ― × 繰返し載荷でない

NC 鋼管杭 打込み 粘性土 円形 0.61 繰返し載荷 ○ ― ○ ―
NC 鋼管杭 打込み 粘性土 円形 0.61 繰返し載荷 ○ ― ○ ―
NC 鋼管杭 打込み 不明 円形 0.60 単調載荷 ○ ― × 繰返し載荷でない

NC 鋼管杭 打込み 不明 円形 0.60 単調載荷 ○ ― × 繰返し載荷でない

NC 鋼管杭 打込み 砂質土 円形 0.60 単調載荷 ○ ― × 繰返し載荷でない

NC 鋼管杭 打込み 砂質土 円形 0.51 単調載荷 ○ ― × 繰返し載荷でない

NC 鋼管杭 打込み 砂質土 円形 0.51 単調載荷 ○ ― × 繰返し載荷でない

NC 鋼管杭 回転杭 砂質土 円形 0.61 単調載荷 ○ ― × 繰返し載荷でない

NC 鋼管杭 回転杭 砂質土 円形 0.61 繰返し載荷 ○ ― ○ ―
NC 鋼管杭 回転杭 砂質土 円形 0.80 繰返し載荷 ○ ― ○ ―
NC 鋼管杭 回転杭 砂質土 円形 1.20 繰返し載荷 ○ ― ○ ―
NC PC・PHC杭 中掘り 粘性土 円形 0.60 繰返し載荷 ○ ― ○ ―
NC PC・PHC杭 中掘り 粘性土 円形 1.20 単調載荷 ○ ― × 繰返し載荷でない

C PC・PHC杭 ﾌﾟﾚﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ 粘性土 円形 0.38 単調載荷 ○ ― × 繰返し載荷でない

NC 鋼管杭 打込み 粘性土 円形 0.81 単調載荷 ○ ― × 繰返し載荷でない

NC 鋼管杭 打込み 不明 円形 0.60 単調載荷 ○ ― × 繰返し載荷でない

C 砂質土 円形 0.80 繰返し載荷 ○ ― ○ ―
C 粘性土 円形 0.80 繰返し載荷 ○ ― ○ ―
C 砂質土 円形 1.10 繰返し載荷 ○ ― ○ ―
C 粘性土 円形 1.00 単調載荷 ○ ― × 繰返し載荷でない

C 砂質土 円形 1.40 単調載荷 ○ ― × 繰返し載荷でない

C 砂質土 円形 1.20 単調載荷 ○ ― × 繰返し載荷でない

NC 鋼管杭 回転杭 粘性土 円形 0.51 繰返し載荷 ○ ― ○ ―
NC 鋼管杭 回転杭 砂質土 円形 1.20 単調載荷 ○ ― × 繰返し載荷でない

NC 鋼管杭 回転杭 砂質土 円形 0.51 単調載荷 ○ ― × 繰返し載荷でない

載荷方法

鋼管ｿｲﾙｾﾒﾝﾄ杭

鋼管ｿｲﾙｾﾒﾝﾄ杭

鋼管ｿｲﾙｾﾒﾝﾄ杭

鋼管ｿｲﾙｾﾒﾝﾄ杭

地中連続壁

柱状体深礎基礎

柱状体深礎基礎

柱状体深礎基礎

柱状体深礎基礎

合計データ数 45件 8件 18件

文献1)
文献2）

鋼管ｿｲﾙｾﾒﾝﾄ杭

鋼管ｿｲﾙｾﾒﾝﾄ杭

杭

基

礎

杭基礎 分析データ数 37件 0件 12件

人為的誤差

が入りやすい

ため実施して

いない

（文献1)）

×

方法1 ワイブル 方法2 logP -logS 方法3 変位急増

備 考

柱

状

体

基

礎

柱状体基礎 分析ケース数 8件 8件

地盤の

種類
断面

基礎形式

（C:複合杭，

NC：非複合杭）

6件

ケーソン基礎

ケーソン基礎

PCウェル

地中連続壁
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4.2 弾性限界点の評価方法 

荷重変位曲線上にある弾性限界点は，荷重変位曲線の初期勾配から二次勾配へ移行する点として考

えることができる．この移行点を見つける手段として，1) 荷重変位曲線を観察し，変位が急増する点

あるいは残留変位が急増する点を弾性限界点とする方法，2) 荷重変位曲線を数学的にフィッティング

し，得られる降伏荷重に対応する点を弾性限界点とする方法が考えられる．1) ，2) の方法で定義し

た弾性限界点がほぼ対応することは確認されている 10)が，方法によっては精度の高い推定が困難な場

合も想定されるため，あえて 1 方法に特定せず，次に示す 3 方法により行うこととした． 

 

(1) 方法①：ワイブル分布曲線による方法（柱状体基礎：8 ケース，杭基礎：37 ケース 2）） 

第 5 章で後述するワイブル分布曲線による方法である．ここで，柱状体基礎を評価する場合には，

変位指数 m =1 では十分な近似精度とは言い難いため，m を変化させた m   1 で評価を行うこととした． 

(2) 方法②：log P－log S 法による方法（柱状体基礎：8 ケース） 

一般に，地盤の塑性化が生じた時には水平変位が急増する．この変位が急増し始める点を押さえる

ために，水平荷重 P とその荷重段階での水平変位 S を両対数グラフ上にプロットし，これらの試験値

を結ぶ直線が急折する点を見出し，その点を弾性限界点とする方法である．極限荷重については(1)

と同様，ワイブル分布曲線式から求めた．なお，No.3 は試験値を結ぶ直線が急折する点を見出すこと

が困難であったため，検討から除外した． 

(3) 方法③：残留変位急増点による方法（柱状体基礎：6 ケース，杭基礎：12 ケース 2）） 

3 つ目の方法は，繰返し載荷試験から求められる残留変位急増点を弾性限界とする方法 1)である．

この方法を用いて弾性限界点を見出すためには，繰返し載荷過程のデータが必要である．図 4.2.1 に

表 3.1.1 における No.5 の残留変位急増点による方法を示す．図 4.2.1 (a) は繰返し載荷試験の荷重変

位曲線である．この荷重変位曲線の載荷ステップ[1]－[1]～[4]－[4]における最大荷重時の変位 (dp) と

荷重 R = 0 に戻した時の残留変位 (dr) をそれぞれ抽出し，最大荷重時の変位 dp を横軸に，荷重 R = 0

に戻した時の残留変位 dr を縦軸に示したものが図 4.2.1 (b) である．この図より点を結ぶ直線が急折

する点を見出し，その点を弾性限界点とする．なお，No. 1，No. 3 および No. 4 は次の理由により方法

③による検討からは除外した（方法①，②について，弾性限界点を定めることは可能なため，No.1 及

び 4 については検討対象としている）． 

①No.1 は，最大荷重時の変位 (dp) の間隔が 103mm と大きく，文献 2)の杭基礎の繰返し載荷試験デ

ータを分析したところ，最大荷重時の変位 (dp) の間隔は大きいもので 70mm 程度であり，残留

変位急増点を精度良く推定することが困難なため． 

②No.3 は，繰返し載荷試験でないため． 

③No.4 は，載荷ステップ[1]－[1]～[4]－[4]のうち，[1]と[2]の残留変位 (dr) が 0 であり，残留変位

急増点を精度良く推定することが困難なため． 
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5.2 検証内容 

水平載荷試験の降伏点の算出にはワイブル分布曲線による方法によるものとした．ワイブル分布曲

線による方法は次に示すとおりである． 

①それぞれの水平載荷試験において，水平荷重 P をワイブル分布曲線式により算出した極限荷重 Pu

で除して無次元化したワイブル分布曲線を作成する． 

②ワイブル分布曲線より算出した極限荷重 Pu および弾性限界変位 S0y の平均値を求め，この値を用

いて平均値のワイブル分布曲線（mean 曲線）を作成する． 

③作成した mean 曲線の極限荷重の 0.63 倍の位置を弾性限界点（＝降伏点）とし，その時の変位レ

ベルを求める． 

ここで，弾性限界点を極限荷重の 0.63 倍としたのは，ワイブル分布曲線式（式 (9) ）において変位

S が弾性限界変位 S0y のときには，P0y / Puw ＝ 1 – e-1 ≒ 0.63 の関係が成立するためである． 

m

yuw S
S

P
P

0

exp1      (9) 

ここに， 

P ：水平荷重 (kN) 

Puw ：ワイブル分布曲線式により推定した極限荷重 (kN) 

S ：変位 (mm) 

S0y ：ワイブル分布曲線式により推定した弾性限界変位 (mm) 

m ：曲線の曲がり具合を示す変位指数 

 

変位指数 m はワイブル分布曲線の曲がり具合を示すが，杭基礎の分析を行っている文献 1)では m=1

として分析を行っている．これは，m=1 としても十分な近似を示していたためである 17)が，柱状体基

礎の載荷試験データについては，m=1 とした場合に十分な近似を示しているかどうかは不明である． 

したがって，変位指数 m の違いにより柱状体基礎の載荷試験データのワイブル分布曲線がどの程度

近似しているかを確認することとした．確認方法としては，ある変位レベルにおける載荷試験データ

（実測値 Pi）と m=1 又は m≒1 としたワイブル分布曲線（計算値 P0i）の残差平方和 Σ(Pi–P0i)2/Pu を

算出する．極限荷重 Pu で除すこととした理由は，大きな差があった各載荷試験の載荷荷重差の影響を

排除できると考えたためである．残差平方和を求めるための着目変位は，小～大変位の全体的な挙動

に着目する観点から，文献 1)を参考にして次の 3 点とした． 

・変位レベル 1 として基礎幅の 1.0%変位時（H24 道示の許容水平変位相当） 

・変位レベル 2 として基礎幅の 3.5%変位時（H24 道示の緩和した許容水平変位相当） 

・変位レベル 3 として基礎幅の 5.0%変位時（杭基礎の弾性限界変位相当（第 4 章参照）） 

ここで，実験において荷重保持としているケースについては，荷重保持後の値を用いた．図 5.2.1

に縦軸にΣ(Pi P0i)2/Pu，横軸に基礎幅 B(m)として各ケースをプロットした図を示す．図において，○
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(a) No. 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.2.1 鉛直載荷試験モデル図および土質柱状図（その 1） 
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6.3.2 地中連続壁基礎 

地中連続壁基礎においては，常時で極限支持力度の 1/3，L1 地震時で極限支持力度の 1/2 を許容支

持力とする照査が行われる．ここに，極限支持力度 qd は地盤種別によって異なるが，今回整理した結

果と同じ条件である良質な砂・砂れきの場合では，場所打ち杭の値を準用して qd = 5,000 kN/m2 となっ

ている． 

表 6.3.1，図 6.3.2 を見ると，qd = 5,000 kN/m2 とした場合の常時の沈下量は 0.1～0.3％（A0 5 =1.0m

の場合 0.1～0.3 cm），L1 地震時の許容支持力は載荷試験で得られた極限支持力の約 2 割となり，直接

基礎や杭基礎，ケーソン基礎と比較して担保している安全余裕が極めて大きい．この要因を分析する

ために，縦軸を極限支持力度で除さず，載荷試験で計測された荷重とした図を，図 6.3.3 に示す．こ

の結果を見ると，載荷試験での極限支持力度の値（鉛直変位が基礎換算載荷幅の 10%相当の値）は平

均で 10,423 kN/m2 が得られており，場所打ち杭に準じて定められた 5,000 kN/m2 は地中連続壁基礎の

極限支持力度を著しく過小評価していることがわかる． 

以上より，地中連続壁基礎が直接基礎や杭基礎，ケーソン基礎に比べて大きな安全余裕を有してい

る理由は，極限支持力度を過小評価しているためであると考えられる．ここで，砂れきの場合の極限

支持力度を 10,000 kN/m2 と仮定すると，常時で生じる沈下量は 0.1～0.6%程度（A0 5 =1.0m の場合 0.1

～0.6 cm），L1 地震時の許容支持力は降伏支持力の 4 割程度となる（表 6.3.2 参照）． 

なお，地中連続壁基礎の極限支持力度が場所打ち杭よりも大きな値を期待できる理由として，掘削

完了時の掘削機による一次スライム処理に加えて，鉄筋建込前に二次スライム処理を実施して安定液

を完全に良液と置換することから，スライム成分をほぼなくすことができ，場所打ち杭に比べて先端

の品質が良いことなどが考えられる． 
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第 7 章 まとめ 

 

柱状体基礎の設計計算モデルおよび安定照査方法に対する検討を行い，次のような結果を得た． 

(1) 水平載荷試験の再現解析を行った結果，地盤反力度の上限値の補正係数により上限値を低減せず，

地盤反力度の上限値の抵抗領域に 3 次元的な広がりを考慮した設計計算モデルの方が，荷重や変位

レベルにかかわらず，実挙動を忠実に再現できることが確認できた． 

(2) 水平載荷試験データについて，柱状体基礎における弾性限界点をワイブル分布曲線による方法，log 

P-log S 法による方法，残留変位急増点による方法の 3 つの方法で評価した結果，基礎幅が大きく

なるにつれて弾性限界変位レベルは小さくなる傾向にあることがわかった． 

しかしながら，弾性限界変位レベルは平均的に基礎幅の 5%であること，基礎形式の違いで弾性

限界点が異なる扱いをすると不整合が生じることを踏まえ，現時点では基礎形式によらず，弾性限

界変位は基礎幅の 5%とすることを提案した． 

(3) ケーソン基礎の降伏の目安について，水平載荷試験の降伏点と H24 道示モデルの再現解析の降伏

点との比較検証を行ったところ，一致しないケースもあるものの，多くのケースで設計計算から求

められる降伏変位の方が小さい値に抑えられることがわかった．このため，今後の課題として引続

き検討を行う必要があるものの，当面の降伏の目安としては H24 道示に示される定義を踏襲する

ことでよいと考えられる． 

(4) 鉛直載荷試験データ分析の結果，次のような結果を得た． 

1) ケーソン基礎は，常時は地盤反力度の上限値の照査，L1 地震時は許容鉛直支持力度の照査を

実施することで，他の基礎形式と同程度の沈下レベルおよび安全余裕度が確保されることがわ

かった． 

2) 地中連続壁基礎は，H24 道示（特に L1 地震時）における許容鉛直支持力度の照査が直接基礎

や杭基礎に比べ過剰に安全側の評価となっていることがわかった．これは極限支持力度を過小

評価していることが要因と推察されるため，鉛直載荷試験結果の分析に基づき，砂れきについ

ては極限支持力度を 10,000 kN/m2 とすることを提案した． 
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付属資料 1. 柱状体基礎の設計法についての情報収集結果 

本資料第 2 章で述べたように，柱状体基礎の各形式は，これまで基礎形式として設計手法や施工方

法が確立されてきた歴史的経緯が異なることから個別の計算モデルや照査方法が与えられており，そ

の根拠が必ずしも明確となっていない．このような状況から，柱状体基礎における計算モデルや安定

照査方法の見直しを行うにあたり，各柱状体基礎の設計手法が確立されてきた経緯等について各形式

の施工に携わる団体等を通じて情報収集を行った．次ページ以降に情報収集結果一覧表を添付する。 
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付属資料 2 基礎底面地盤の極限鉛直支持力推定式における粘着力項について 

 

参 2.1 はじめに 

H29 道示におけるケーソン基礎底面地盤の極限鉛直支持力の特性値は，式（参 2-1）により求めら

れる．式（参 2-1）は，直接基礎の極限支持力推定式と同じく，テルツァーギにより提案された支持

力式を基本とするものであるが，土木研究所資料第 4255 号参 2-1)でも報告されているように，直接基礎

やケーソン基礎の支持力推定式における粘着力項は，その推定精度が低いことから，支持力推定式の

粘着力項に補正係数 cが乗じられている．本資料では，式（参 2-1）の提案に至った，粘着力項にお

ける補正係数 cに関する検討や粘着力 c の算出に関する留意点について示す． 

 

Q u＝ A { c N c S c c + q N q S q + ( 1 /2 ) 1 B N S } ・・・（参 2-1） 

 

ここに， 

Qu ： 基礎底面地盤の極限鉛直支持力の特性値（kN） 
A ： 基礎の底面積（m2） 

c ： 粘着力（kN/m2） 
q ： 上載荷重の特性値（kN/m2）で，q= 2Df 

1, 2 ： 支持地盤及び根入れ地盤の単位体積重量（kN/m3）， 
ただし，地下水位以下では水中単位体積重量を用いる． 

B ： 基礎幅（m） 
, ： 基礎の形状係数 

： 支持層への根入れ効果に関する割増係数 
Df ： 上載荷重として考慮する基礎の根入れ深さ（m） 
Nc,Nq,N  ： 帯基礎の支持力係数 

c ： 地盤の種類の違いを考慮する係数． 
支持層が砂地盤又は砂れき地盤の場合には 1.00，粘性土地盤の場合には 0.55 とする． 

Sc,Sq,S ： 支持力係数の寸法効果による補正係数で Sc=(c*) ，Sq=(q*) ,S =(B)  

, ,  ： 寸法効果の程度を表す係数で， = = = 1/3 とする． 

c* ： c/c0，ただし，1≦c*≦10 とする． 

c0 ： 10（kN/m2）とする． 
q* ： q/q0，ただし，1≦q*≦10 とする． 
q0 ： 10（kN/m2）とする． 

 

 

参 2.2 補正係数 cによる粘着力項の補正 

文献参 2-1)では，基礎底面地盤の支持力推定式について，実験的結果に対する近似精度が十分に確か

められていないこと，これまでの検討が砂質地盤を中心に行われていることなどを指摘し，粘着力が

卓越する地盤における支持力推定式の精度を検証している． 

検証を行った結果，過去にケーソン凾内で実施した平板載荷試験結果における極限鉛直支持力の実

測値と，同一現場からサンプリングした試料の三軸試験結果に基づく支持力推定式による計算値とを
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参 2.3  c の排水条件を考慮した補正係数 cの検討 

文献参 2-1)においては，粘着力項の算出に用いる粘着力 c は，排水強度（有効応力強度）を用いて整

理されていた．一方，粘性土における排水強度は，長期にわたって排水される状況等における強度を

示すには適切であるが，地震時荷重等の短期的な荷重を受ける場合のように十分に排水されない状況

における強度を表現するには必ずしも適切ではない．平板載荷試験の荷重の作用速度は比較的早いた

め，平板載荷試験と比較する場合には非排水強度と比較するのが適切である．以上から，本文では，

非排水強度を用いた場合の補正係数 cの値を検討する． 

非排水強度の求め方としては，以下のような方法がある． 

 

①一軸圧縮試験において，すべり面とモールの応力円の交点の値として求める方法 

②非圧密非排水試験（UU 試験）により求める方法 

③圧密非排水試験（CU 試験・CU 試験）により求める方法 

 

①の方法は，一軸圧縮試験から求める方法であり，三軸圧縮試験に比べてせん断強度を簡易に求め

ることができる．ただし，ケーソン基礎のように支持層が比較的深い位置にある場合には，サンプリ

ングによる応力解放の影響により供試体に亀裂が生じ，負圧が保持できなくなるので，  u=0 の仮定が

成り立たず，強度を過小評価する可能性がある．また，②の方法についても，供試体を再圧密しない

ためにサンプリングによる応力解放の影響を除去することはできない．したがって，CU 試験もしく

はCU 試験により求めることとする． 

図-参 2.2 に，CU 試験又はCU 試験により求めた非排水強度を用いて算出した極限支持力（計算値）

と，平板載荷試験で得られた極限支持力（実測値）を比較した結果を示す．非排水強度を用いた場合

にも，実測値と計算値のバイアスは 0.55 程度となった． 
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